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第 1 章 序論

1.1 研究の背景

基本的日常生活活動(Basic Activities of Daily Living; BADL)動作に伴い困難感が生じて

いる在宅高齢者は、困難感が生じていない在宅高齢者よりも生活機能が低下し、かつ、将

来の施設入所や死亡のリスクが高いことが報告されている 1。そのため、BADL 動作の自立

度と困難感を評価する指標は、BADL 動作への介入効果指標や健康上の有害事象の発生リ

スクが高い高齢者のスクリーニング指標として活用されることが期待される。

しかしながら、既存の自立度と困難感を評価する BADL 能力指標 2-4は、日本の高齢者の

生活習慣を反映した評価項目で構成されているとは言い難い。日本の高齢者の生活習慣を

反映し、BADL 動作の自立度と困難感を評価する新たな評価指標が必要である。

1.2 本研究の目的

本研究の目的は、日本の高齢者の生活習慣を反映し、BADL 動作の自立度と困難感を評

価する新たな指標を開発し、その信頼性と妥当性を検証することである。そして、在宅高

齢者を対象とした実践活動や研究活動において活用可能な、新たな BADL 能力の指標を開

発することが本研究の目的である。

1.3 本論文の構成

第 1 章では、本研究全体の背景と目的を述べる。

第 2 章では、日本の在宅高齢者の生活習慣を反映し、BADL 動作の自立度と困難感を評

価する新たな指標の開発過程を述べる。また、無作為抽出した在宅高齢者を対象として、

新しい指標の内的整合性と BADL 動作の自立度と困難感の有症率を調査した結果を述べる。

第 3 章では、新たな指標の信頼性を検証し、その結果を述べる。具体的には、在宅高齢

者を対象として、新たな指標の相対信頼性、ならびに、絶対信頼性を検証した結果を述べ

る。

第 4 章では、新たな指標の妥当性を検証し、その結果を述べる。妥当性を検証するため

に用いた外的基準は、国際生活機能分類 5に示される「心身機能・構造」を反映する指標と

「活動・参加」を反映する指標、ならびに、「生活の質」を反映する指標である。具体的

には、「心身機能・身体構造」を反映する指標として、後述する筋力やバランス能力等の

運動機能指標を用いる。「活動・参加」を反映する指標として、BI6 と FIM7、高次生活機

能の指標である老研式活動能力指標 8を、健康関連 QOL の指標として Medical Outcomes

Study Short Form 8 Health Survey 日本語版（日本語版 SF-8）9を用いる。

第 5 章では、本論文の総括を行う。
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第 2 章 第 1 研究―基本的日常生活活動動作の自立度と困難感を評価する指標

の開発―

2.1 目的

本研究の目的は、BADL 動作の自立度と困難感を評価する新たな指標を開発し、その内

的整合性を検証することである。また、新たな指標を用いて、BADL 動作の自立度と困難

感の有症率を明らかにすることである。

2.2 方法・対象・統計解析

新しい指標に含める評価項目は、在宅高齢者に対する医療、介護、福祉の専門家 6 名に

よる修正デルファイ法 10,11、ならびに、5名の在宅高齢者に対する予備調査を経て決定した。

デルファイ法とは、意見を聞くべき人に自由に討論してもらった結果をフィードバック

しながら結論を詰めていく方法である 12。デルファイ法の特徴は、メンバーが顔を合わせず

に検討を行う「非対面式の検討」と「意見集約における匿名性の保持」とされる 13。しかし

ながら、近年、意見集約における匿名性は保持するが、メンバーが顔を合わせて検討を行

う「対面式の検討」を採用する修正デルファイ法が用いられている 10,11。Campbell ら 14は、

非対面式の検討では、検討課題に対する様々な論点からの検討がなされない可能性がある

ことを指摘している。本研究では、修正デルファイ法を用いて新しい指標の評価項目を検

討した。

まず、修正デルファイ法を行うメンバーを機縁法にて招集した。メンバーの条件は、次

の 2 つの条件を満たす者とした。1)在宅高齢者に対する医療や介護、福祉に関する十分な現

場経験を有している者、2)老年学の修士課程に在籍している、または、老年学か医学に関す

る修士以上の学位を有している者、とした。

次に、招集されたメンバーは、新しい指標に含める評価項目の候補リストを作成した。

候補リストは、既存の代表的な BADL の指標（BI6、Katz Index15、FIM7）と日本の高齢

者を対象として開発された BADL 指標 16,17に含まれる評価項目から抽出され作成された。

加えて、招集されたメンバーが対面式の検討を行い、候補リストに加えるに相応しい BADL

動作を検討した。検討を行う際、メンバーは次の 5 点に留意した。1)日本の生活習慣を反映

している BADL 動作であること、2)季節による変化を受けず、年間を通じて行われる BADL

動作であること、3)性差が実行状況に影響を与えない BADL 動作であること、4)「自立度」

と「困難感」を容易に判定できる BADL 動作であること、5)短時間で評価できる新しい指

標を目指し、評価項目は最小限とすること。

次に、候補リストに挙げられた BADL 動作について、匿名のアンケート調査、ならびに、

その結果のフィードバックを行い、新しい指標に相応しい評価項目を選抜した。本研究で

は、2 回のアンケート調査と 2 回の結果のフィードバックを行った。アンケート調査は、候

補リストに挙げられた BADL 動作について、新しい指標の評価項目に含める必要性を判定
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するために実施した。メンバーは、各 BADL 動作について、5 段階のリッカートスケール

（必要でない、あまり必要でない、どちらとも言えない、やや必要である、必要である）

を用いて必要性を判定した。アンケート調査の結果は、匿名のまま集計され、集計結果が

メンバーに開示された。集計結果を踏まえ、メンバーは、再度、新しい指標に含める評価

項目について対面式の検討を行った。十分な検討を行った後に、再び、匿名のアンケート

調査の結果が集計された。

新しい指標に含める評価項目を決定するための基準として、メンバーの合意形成の度合

いを表す item-level content-validity index (I-CVI) 18を用いた。I-CVI は、メンバーの総数

に対する、必要性を認めたメンバー（「やや必要である」、または、「必要である」と回

答したメンバー）の人数の比である。本研究では、先行研究 18,19を参考とし、「2 回目のア

ンケート調査で I-CVI が 0.8 以上であること」を新しい指標に含める基準とした。I-CVI が

0.8 以上である評価項目により、新しい指標（原案）を作成した。

最後に、65 歳以上の在宅高齢者を対象とした予備調査を行い、新しい指標に含める評価

項目を最終的に確定した。予備調査では、新しい指標（原案）を用いて、実際に在宅高齢

者の BADL 能力の評価を実施した。そして、新しい指標（原案）の文言の分かり易さなど

について、在宅高齢者から自由回答で意見を聴取した。そして、聴取された意見に基づき

新しい指標（原案）の修正を行い、最終的に新しい指標を確定させた。

その後、層化無作為抽出された 65 歳以上の在宅高齢者 1000 名を対象として、一般属性

と新しい指標等に関する郵送調査を実施した。内的整合性は、クロンバッハの α 係数を用

いて検証した。BADL 動作の自立度と困難感の有症率を明らかにするため、新しい指標の

各項目について、「介助を必要とする者」と「自立しているが困難を有する者」が全対象

者に占める割合を算出した。

2.3 結果

修正デルファイ法と予備調査の結果、14 項目の BADL 動作から構成される新しい評価指

標（Functional Independence and Difficulty Scale；FIDS）20が開発された。FIDS を構

成する評価項目は、次の 14 項目の BADL 動作である。1)ベッドからの起き上がり動作、2)

椅子からの立ち上がり動作、3)床からの立ち上がり動作、4)上着を着る動作、5)ズボンをは

く動作、6)トイレの後にお尻を拭く動作、7)お風呂で体を洗う動作、8)食事動作、9)歯を磨

く動作、10)足の爪を切る動作、11)ペットボトルのフタを開ける動作、12)屋内歩行、13)

屋外歩行、14)階段昇降動作。

FIDS における「自立」と「困難感」は、次の様に定義した。「自立」は、他者の介助か

監視を受けていない状況と定義し、福祉用具や自助具の使用の有無は問わない。「困難感」

は、BADL 動作を行う時に訴えられる、健康や身体の問題に起因して生じる主観的な困難

さ 21と定義した。

FIDS は、在宅高齢者の BADL 動作の実行状況（している ADL）を評価する指標である。
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対象者は、過去１ヵ月の BADL 動作の実行状況について、「自立度」に関する質問（質問

A）と「困難感」に関する質問（質問 B）の両方に回答する。質問 A と質問 B は、「はい」

か「いいえ」で回答する形式となっている。

評価者は、対象者の回答結果に準じて、14 項目の各動作について、1 点から 3 点を付与

する。評価者は、対象者が質問 A に「はい」と回答した場合（介助か監視を必要とする場

合）、1 点を付与する。質問 A に「いいえ」と回答し、質問 B に「はい」と回答した場合

（自立しているが、困難がある）、2 点を付与する。質問 A と質問 B の両方に「いいえ」

と回答した場合（自立し、困難がない）、3 点を付与する。評価者は、各項目に付与された

得点の合計点を算出する。合計点の範囲は 14 点から 42 点であり、FIDS は得点が高いほど

BADL 能力が高いことを意味する指標である。

FIDS のクロンバッハの α 係数は、0.92 であった。

FIDS の各項目について、「介助を必要とする者」と「自立しているが困難を有する者」

が全対象者に占める割合を算出した。床からの立ち上がり動作について、「介助を必要と

する者」の割合は 2.0%、「自立しているが困難を有する者」の割合は 7.8%であった。以下、

同様の順番で、足の爪を切る動作：1.5%、7.4%、階段昇降動作：1.7%、4.9%、ペットボト

ルのフタを開ける動作：1.5%、5.1%、ズボンをはく動作：1.2%、3.4%、ベッドからの起き

上がり動作： 0.3%、3.7%、椅子からの立ち上がり動作：1.3%、1.9%、お風呂で体を洗う

動作：1.3%、1.0%、屋外歩行：1.3%、0.8%、トイレの後にお尻を拭く動作：0.5%、1.5%、

屋内歩行：0.3%、1.3%、上着を着る動作：0.8%、0.8%、歯を磨く動作：0.7%、0.8%、食

事動作：0.2%、1.0%であった。

2.4 本研究の考察とまとめ

日本の高齢者の生活習慣を反映し、BADL 動作の自立度と困難感を評価する FIDS が開

発された。FIDS は良好な内的整合性を有する指標と考えられた。また、BADL 動作の自立

度の有症率は 0.2～2.0%であったのに対して、困難感の有症率は 0.8～7.8%に昇ることが明

らかとなった。
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第 3 章 第 2 研究―Functional Independence and Difficulty Scale の相対信

頼性と絶対信頼性の検討―

3.1 目的

本研究の目的は、FIDS の信頼性を検証することである。

3.2 方法・対象・統計解析

対象者は、在宅要介護高齢者 47 名（検査間信頼性の検証：22 名、検者間信頼性の検証：

25 名）であった。検者は、理学療法士 3 名であった。

FIDS の各項目の一致度の検証には、重みづけのないカッパ係数 22を用いた。相対信頼性

の指標として、intra-class correlation coefficients; ICC（1, 1）と ICC（2, 1）を用いた 23。

絶対信頼性の検証を行うため、Bland-Altman 分析 24、ならびに、誤差範囲の推定 24,25を実

施した。

3.3 結果

FIDSの各項目の一致度を示すカッパ係数は、検査間信頼性の検証において0.46～0.92[平

均値（標準偏差）=0.66（0.15）]であった。検者間信頼性の検証において、0.41～0.77[平

均値（標準偏差）=0.64（0.10）]であった。

相対信頼性の検証において、FIDS の ICC（1, 1）は 0.90（p<0.001）、ICC（2, 1）は

0.97（p<0.001）であった。

検査間信頼性の検証において、検者間信頼性の検証において、加算誤差の存在が認められ、

誤差範囲は-5.2～1.8 と推定された。検者間信頼性の検証において、偶然誤差の存在が認め

られ、誤差範囲は±3.7 と推定された。

3.4 本研究の考察とまとめ

FIDS は、良好な相対信頼性を有していると考えられた。FIDS の誤差範囲は、測定値の

解釈における基準値として活用可能と考えられた。
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第 4 章 第 3 研究―Functional Independence and Difficulty Scale の妥当性

の検証

4.1 目的

本研究の目的は、FIDS の妥当性を検証することである。

本研究では、基準となる測定指標（外的基準）と評価したい測定指標（FIDS）を同時に

測定した時の関連性、すなわち、併存妥当性 12 の検証を行う。外的基準には、国際生活機

能分類 5 に示される「心身機能・身体構造」と「活動・参加」の各レベルを反映する指標、

ならびに、「生活の質」を反映する指標として健康関連 QOL の指標を用いる。具体的には、

「心身機能・身体構造」を反映する指標として、後述する筋力やバランス能力等の運動機

能指標を、「活動・参加」を反映する指標として、代表的な BADL の指標である BI6と FIM7、

高次生活機能の指標である老研式活動能力指標 8を、健康関連 QOL の指標として Medical

Outcomes Study Short Form 8 Health Survey 日本語版（日本語版 SF-8）9を用いる。

外的基準となる各指標や FIDS、一般属性に関するデータなど、本研究に関連する全ての

データを同時に測定することは、研究フィールドの時間的制約や対象者の疲労を考慮する

と、困難であった。そのため、妥当性の検証作業は、2 つの研究（研究 3-1 と研究 3-2）に

分けて実施する。研究 3-1 では、BI と日本語版 SF-8 を外的基準として用い、要介護認定

を受けていない在宅高齢者と要介護認定を受けた在宅高齢者を対象とする。研究 3-2 では、

外的基準に FIM と運動機能を用い、要介護認定を受けた在宅高齢者を対象とする。

4.2 研究 3-1

4.3 方法・対象・統計解析

本研究の対象者は、要介護認定を受けていない在宅高齢者（A 群；225 名）、ならびに、

要介護認定を受けている在宅高齢者（B 群；89 名）であった。

対象者に対して面接調査が実施された。調査項目は、一般属性、老研式活動能力指標 8、

FIDS20、BI6、日本語版 SF-89等であった。

統計解析では、スピアマンの順位相関係数、ならびに、性と年齢を調整したスピアマン

偏順位相関係数を用い、FIDS と BI、日本語版 SF-8 の関係を検証した。また、FIDS と

BI の天井効果と床効果の出現率を算出した。

4.4 結果

A 群において、FIDS は、BI（r=0.25）、老研式活動能力指標（r=0.14）と有意な偏相関

関係を認めた。また、SF-8の下位項目である身体機能（r=41）、日常役割機能（身体）（r=0.34）、

体の痛み（r=0.45）、全体的健康感（r=0.22）、活力（r=0.24）、社会生活機能（r=0.25）、

日常役割機能（精神）（r=0.19）、そして、身体的サマリースコア（r=0.44）と有意な偏相

関関係を認めた。一方、BI は、SF-8 の下位項目の中で、日常役割機能（精神）（r=0.19）
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のみと有意な偏相関関係を示した。

B 群において、FIDS は、BI（r=0.81）、老研式活動能力指標（r=0.75）と有意な偏相関

関係を認めた。また、SF-8の下位項目である身体機能（r=26）、日常役割機能（身体）（r=0.34）、

全体的健康感（r=0.33）、活力（r=0.29）、日常役割機能（精神）（r=0.30）、心の健康（r=24）、

そして、身体的サマリースコア（r=0.29）と有意な偏相関関係を認めた。一方、BI は、SF-8

の下位項目の中で、日常役割機能（身体）（r=0.27）と全体的健康感（r=0.23）、そして、

身体的サマリースコア（r=0.23）のみと有意な偏相関関係を示した。

床効果の出現率は、AB 両群の BI と FIDS において、0%であった。

天井効果の出現率は、A 群において、BI が 90.7%（204 名）、FIDS が 61.8%（139 名）

であった。同様に、B 群において、BI が 25.8%（23 名）、FIDS が 1.1%（1 名）であった。

次に、機能状態別の天井効果の出現率を表 4.6 に示す。AB 両群において、機能状態が

高いほど、天井効果出現率が上昇していた。A 群における天井効果出現率は、老研式活動能

力指標が 0~6 点、7~12 点、13 点の順に、FIDS が 0%、55.3%、67.2%、BI が 66.7%、84.7%、

94.9%であった。B 群における天井効果出現率は、要介護度が要介護 3~5 点、要介護 1~2

点、要支援の順に、FIDS が 0%、0%、5.3%、BI が 4.2%、21.7%、63.2%であった。

4.5 研究 3-1 の考察とまとめ

FIDS は、FIDS は、BI、老研式活動能力指標、SF-8 に対する併存妥当性を有する指標

であると考えられた。また、FIDS は、BI と比較して、多様な健康関連 QOL と関連し、か

つ、天井効果の影響を受けにくいという特徴を有する指標と考えられた。

4.6 研究 3-2

4.7 方法・対象・統計解析

本研究の対象者は、要介護認定を受けている在宅高齢者 53 名であった。対象者に対して、

面接調査（一般属性、FIDS 等）と運動機能測定（筋力、柔軟性、バランス能力、歩行能力）

を実施した。統計解析では、スピアマンの順位相関係数、ならびに、性と年齢を調整した

スピアマン偏順位相関係数を用いて、FIDS と FIM、運動機能の関連性を検証した。

4.8 結果

FIDS と FIM の間には正の相関関係と偏相関関係が認められ、相関係数は 0.60（p<0.001）、

偏相関係数は 0.55（p< 0.001）であった。

FIDS は、握力（r=0.47）、膝伸展筋力（r=0.44）、股関節の屈曲可動域（r=0.29）、

M-FRT（r=0.51）、2.4m 歩行時間（r=-0.64）と有意な偏相関関係を認めた。

4.9 研究 3-2 の考察とまとめ

FIDS は、運動機能（筋力やバランス能力、柔軟性、歩行能力）と FIM に対する併存妥当
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性を有す指標であると考えられた。
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第 5 章 結論

FIDS は、日本の高齢者の生活習慣を反映し、BADL 動作の自立度と困難感を評価する新

たな BADL 能力の評価指標である。FIDS は信頼性と妥当性を兼ね備えた新しい BADL の

指標であり、在宅高齢者を対象とした医療、介護、福祉などの実践活動や研究活動におい

て、活用可能な BADL 能力の指標であると考えられた。
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